
様式第１号（第７条関係） 

 

江差町事業継続支援緊急給付金交付申請書 

 

令和 ３年 ６月２３日 

 江差町長 様 

 （申請者） 

事 業 者 種 別 ☑ 法人    □ 個人事業主 

業 種
（大分類）卸売業、小売業 

（中分類）その他の小売業 

住所又は所在地 江差町字○○町××番地 

法 人 名 又 は

屋 号 ・ 店 舗 名
（株）江差商店 

代 表 者 氏 名 代表取締役 江差 太郎      ㊞ 

連絡先電話番号 ０１３９－××－×××× 

連 絡 担 当 者 経理係 江差 次郎 

 

 江差町事業継続支援緊急給付金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 給付金交付申請額     ２００，０００ 円  

 

２ 給付金振込先口座 

金融機関名 店名 

○○○○   
銀行

信用金庫
 △△  

本店

支店

種別 口座番号 
（フリガナ） 

口座名義 

１ 普通 

２ 当座 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

ｶ)ｴｻｼｼｮｳﾃﾝ ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ ｴｻｼ ﾀﾛｳ 

（株）江差商店 

代表取締役 江差 太郎 

 

（裏面に続きます） 



 [交付要件申告欄] 

１ 基準事業収入（令和３年１月以降に開業（法人設立）した場合は記載不要） 
 

基準事業収入 

（ 平成３１年 ４月～ 令和 ２年 ３月） 

１２，３４５，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業収入の減少率 

 

Ａ 対象期間の事業収入 
Ｂ 前年または前々年 

同期の事業収入(※3)
Ｃ 減少率 (※4) 

（令和３年 ３月～ ５月） （平成３１年３月～ ５月） (１－(Ａ／Ｂ))×１００ 

2,400,000 円 2,900,000 円 1 7 . 2 ％

※３ Ｂ前年または前々年同期の事業収入は、令和２年６月以降に開業（法人設立）し、事業収入を

前年または前々年同期と比較することができない場合は、開業月の事業収入×３を記載 [第５

条第１項関係] 

※４ Ｃ減少率は小数点以下第一位未満を切り捨てして記載 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

[交付要件確認欄]（専門家記載欄） 

  上記申告内容について、相違ないことを証明します。 

  【 □商工会 □税理士（法人含む） □公認会計士（法人含む） □その他（      ） 】 

  

    事業所名               氏名             ㊞  

 令和２年に開業又は法人設立した事業者で年間事業収入が 60 万円未満の場合  

                            [第４条第１項関係] 

 開業（法人設立）年月：      年    月   

令和２年の 

事業収入 

 開業後   開業特例年間事業収入

(※2)  月数(※1)   

円 ÷  × 12 ＝         円 

※１ 開業後月数は開業月を含む月数を記載 

※２ 開業特例年間事業収入は円単位未満を切捨てして記載 

基
準
事
業
収
入
が

60

万
円 

以
上
の
場
合
は 

２
へ 

 

 基準年の事業収入が確認できない場合の算定  [第５条第２項関係] 
 

基準年の事業収入  Ｂ’ みなしの前年または前々年の同期の事業収入

（   年  月～   年  月）      （上記Ｂに転記） 

円 ÷12×3 円 


